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第１ 生活保護制度の概要 
 
１ 生活保護制度の目的 

生活保護制度は、日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、生活に困窮するすべて

の国民に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障

するとともに、その自立の助長を図ることを目的としています。 
 
２ 生活保護の種類 
  生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶

 助 
 
３ 生活保護の決定及び実施機関 

生活保護の決定と実施に関する事務は、生活の場所を所管する福祉事務所（28頁参照）

が行っています。 
 
４ 生活保護の基準及び方法 

国が国民消費支出水準の統計等を基に、地域別、年齢別、世帯構成別などに分けて毎

年一定の扶助基準額を定め、福祉事務所が被保護者の年齢、障害の有無、世帯人員数等

を基に、生活扶助等の金額を決定し、金銭給付します。 
ただし、医療扶助及び介護扶助は、被保護者の医療及び介護を指定機関に委託して行

う現物給付を原則としています。   
 
５ 生活保護の補足性 

生活保護は、生活に困窮する者について、その利用し得る資産、能力その他あらゆる

ものをその最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われます。 
また、民法に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、生活保護に優先

して行うことになっています。 
（１） 収  入 

働いて得た収入、年金及び各種手当は利用できる収入として認定されます。 
働ける能力のある方には、能力に応じて働く義務があります。 

（２） 資  産 
不動産、生命保険及び機械等はその利用状況・価値などを考慮した上で、処分活

用していただく場合があります。 
（３） 扶養義務者の扶養 

民法に定める扶養義務者の扶養義務の履行を生活保護に優先させることになって

います。 
（４） 他の法律及び制度による給付 

他の法律（障害者総合支援法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（以下「感染症予防法」という。）など）及び制度により、保障又は援助

等を受けることができる場合は、原則として生活保護法に優先して適用します。 

 



- 2 - 
 

第２ 指定医療機関 
 
１ 指定医療機関とは 
  生活保護法により、県知事（中核市については中核市の市長）は、医療扶助による医

 療を委託する医療機関等（医療機関、助産機関、施術機関）について、医療機関の場合

 はその開設者、助産機関又は施術機関の場合は助産師又は施術者の申請により、医療扶

 助のための医療及び施術を担当させる機関を指定することとされており、この医療機関

 等を指定医療機関といいます。 
 
２ 指定を受けるための手続 

新たに指定を受けようとする医療機関等は、福祉事務所に備えてある指定申請書及び

誓約書を、医療機関等の所在地を所管する福祉事務所（助産所又は施術所を開設してい

ない助産師又は施術者は、助産師又は施術者の住所地を所管する福祉事務所）に提出し

てください（27頁参照）。 
  なお、福島県知事宛ての指定申請の場合は、福島県ホームページから指定申請書等を

ダウンロードすることができます。 
    知事若しくは中核市の市長は医療機関を指定したときには、その旨を公示するとともに、

申請者に指令書を送付します。 
 
３ 指定医療機関の指定の際の留意事項 
（１）  法による医療扶助のための医療を担当する機関は、申請のあったもののうち、法

第４９条の２第２項各号のいずれにも該当せず（20頁参照）、医療扶助に基づく医

療等について理解を有していると認められるものについて指定します。 

このうち、感染症予防法第37条の２に規定する内容の医療を行う医療機関にあっ

ては、同法第38条第１項の規定による指定を受けている医療機関を指定することと

します。 

（２）  申請のあった医療機関が、法第49条の２第３項各号のいずれかに該当する医療機

関については（20頁参照）、指定をしないことができるものであります。 
（３）  指定医療機関の指定の有効期間は６年間とし、６年ごとに更新の申請を行わなけ

ればなりません。 
 ただし、保険医療機関や保険薬局であって、指定医療機関の指定を受けた日から、

おおむね引き続き当該開設者である保険医若しくは保険薬剤師のみが診療や調剤し

ているもの又はその者と同一世帯に属する配偶者等のみが診療若しくは調剤に従事

しているものについては、その指定の効力を失う日前６月から同日３月までの間に

別段の申出がないときは、更新の申請があったものとみなすものであります。 
 
４ 指定後の届出事項 
   指定医療機関は、次頁の届出を要する事項が発生した場合は、福祉事務所に備えてある

届書を指定申請と同様に福祉事務所に提出してください。 
  なお、福島県知事宛ての届出の場合は、福島県ホームページから届出の用紙をダウン

ロードすることができます。 
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５ 指定医療機関の義務 
  指定医療機関は、生活保護法（20頁参照）に定めるところによるほか、指定医療機関

医療担当規程（15頁参照）の定めるところにより、医療を必要とする被保護者の医療を

担当しなければならないとされています（指定医療機関医療担当規程第１条）。 
  
  

届 出 を 要 す る 事 項 

手      続  

備        考 

 
指 
定 
申 

変 
更 
届 

休 
止 
届 

廃 
止 
届 

再 
開 
届 

処 
分 
届 

辞 
退 
届 

  請         
① 組織の変更 
   個人⇔法人 診療所⇔病院 
② 改築・移転等に所在地の変更 
  （改築に伴い仮診療所を設置し 
  た場合も含む） 
③ 開設者が死亡又はその他の理由 
  で変わった場合。ただし、地方 
  公共団体及び法人が設置する医 
  療機関等の場合で、当該団体の 
  長及び法人の代表者のみの変更 
  の場合は必要ない。 

 
 
 
 

○ 

   
 
 
 

○ 

    健康保険法等の医療機関 
コードが変更される場合 
は、廃止届と指定申請が必 
要 

④ 所在地が住居表示の変更・地番 
    整理等により変更された場合 
⑤ 医療機関等の名称の変更 

⑥ 開設者又は管理者の氏名、住所、

職名、名称等の変更 

  

○ 

      助産師、施術者にあって 
は、助産師、施術者の氏名、 
住所を変更した場合又は助 
産機関、施術機関の名称、

所在地を変更した場合 
⑥ 開設者の死亡、あるいは失そう 
    の宣告を受けた場合 
⑦ 廃止した場合 

   
○ 

    ⑥の場合、届出者は法定 
相続人となるので続柄を記 
載のこと 

⑧ 休止した場合   ○      再開の見通しを記載のこ 
と 

⑨ 休止した医療機関等を再開した 
 場合 

    ○    再開後速やかに提出のこ 
と 

⑩ 処分を受けた場合       

○ 

  病院、診療所、指定訪問 
看護事業者、薬局、助産所

及び施術所が処分を受けた

場合又は医師、歯科医師、

助産師及び施術者が処分を

受けた場合 
⑪ 指定を辞退しようとする場合       ○  指定辞退日の30日以前に

提出のこと 
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第３ 医療扶助の内容 
 
１ 医療扶助の範囲及び方法 

医療扶助は、次に掲げる事項の範囲内において行われます。 
（１） 診察 
（２） 薬剤又は治療材料 
（３） 医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術 
（４） 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 
（５） 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 
（６） 移送 

医療扶助は、指定医療機関に被保護者を委託して行う現物給付方式を採用しています。 

ただし、これによることができないとき、これによることが適当でないとき、その他

保護の目的を達するために必要があるときは、金銭給付によって行います。 
 
２ 診療方針及び診療報酬 

指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、国民健康保険の診療方針及び診療報酬の例、

指定医療機関医療担当規程（15頁参照）及び生活保護法第52条第２項の規定による診療

方針及び診療報酬（18頁参照）によることとされています。 
福祉事務所は、医療の給付にあたり必要に応じて主治医の意見を聞き、医療を必要と

する被保護者（以下「患者」という。）に療養上の指導をする場合がありますので、御

理解と御協力をお願いします。なお、次の事項に御留意願います 
（１） 患者を委託する医療機関については、信頼関係その他心理作用の効果や治療上の

必要等も配慮した上で、福祉事務所が事前に選定しますので、県外医療機関等遠隔

地へ転院する必要が想定された場合は事前に福祉事務所へ御連絡ください。 
（２） 特に理由もなく、同一疾病で複数の医療機関で治療を受けたり、必要以上に通院

したりする場合は、患者に対して治療上の指導を行うことがあります（これは、薬

剤の二重処方を防ぎ、又、無駄な公費負担（医療扶助費）を防ぐためです。）。 
（３） 他法他施策優先の原理に基づき、障害者総合支援法、感染症予防法等活用すべき

他法他施策がある場合は、積極的に申請を促進することとしています。福祉事務所

から手続き等について依頼があった場合は御協力をお願いします。 
（４） 被保護者には特定疾患治療研究事業は適用されませんが、小児慢性特定疾患治療

研究事業は適用されます。 
（５） 保険外併用療養費（長期入院保険外併用療養費（11頁参照）を除く）に係る療養

については、原則として医療扶助の給付の対象になりません。 
（６） 未承認薬（欧米諸国において承認されているが日本国内では未承認の医薬品）の

   投与に要する費用については、一定の要件に該当する場合には、例外的に医療扶助

   の給付対象になる場合がありますので、事前に福祉事務所に御連絡ください。 
（７） 歯科の歯冠修復及び欠損補綴の取扱において、歯科材料として金（金位14カラッ

ト以上の合金）は使用できません。 
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第４ 医療給付の事務手続 
 
１ 初診受付 

被保護者には保険証に類似するものは発行されておらず、新たに受診する場合は福祉

事務所の発行する「診療依頼書」を受診時に提出することとなっていますので、患者が

診療依頼書を持たずに医療機関を訪れた場合は、必ず事前に福祉事務所に連絡をお取り

ください。 

なお、夜間及び休日の場合は、翌日速やかに連絡をお取りください。 
 
２ 生活保護新規申請中の場合 

この場合には、要否意見書を医療機関からいただき、それを基に保護の要否を決定し

ますが、決定までには通常２週間から１か月の日数を要しますので、請求については福

祉事務所と十分連絡をお取りください（保護の必要が認められれば申請日まで遡って医

療扶助を適用します。）。 
 
３ 入退院時の連絡 

患者が入院又は退院した時は、できるだけ早く福祉事務所へ御連絡ください。 
 
４ 要否意見書の提出と病状調査の協力について 

医療の内容は多種多様であり、その必要性、内容及び程度の判断には、専門的、技術

的判断が要請されるため、福祉事務所は、指定医療機関から要否意見書により御意見を

聞いた上で、医療扶助の要否及び程度の決定を行っています。その他、治療材料、施術

及び通院の移送の給付についても要否意見書により御意見をいただきます。各給付要否

意見書は無償での交付をお願いいたします（指定医療機関医療担当規程第７条）。 

さらに詳しい調査の必要が生じた時は、福祉事務所のケースワーカーが直接主治医の

御意見をお聞きするため医療機関にお伺いすることがあります。この場合、事前に時間

の打ち合わせの連絡をさせていただきますので、御協力をお願いします。 
なお、要否意見書の提出がされませんと、福祉事務所において医療の必要性の判断が

できないことから、医療券若しくは調剤券（院外処方を行った薬局に交付するもの）を

発送できませんので、要否意見書が福祉事務所から送付されましたら、必要事項を記入

の上、速やかに御返送いただくようお願いいたします。 
 
５ 各給付要否意見書の徴取時期 
  各給付要否意見書には次の種類があり、徴取時期は次頁の一覧表のとおりです。 
（１） 医療要否意見書 
（２） 精神疾患入院要否意見書 
（３） 給付要否意見書（所要経費概算見積書） ※治療材料及び移送 

（５） 給付要否意見書（柔道整復） 
（４） 給付要否意見書（あん摩・マッサージ、はり・きゅう） 
（６） 訪問看護要否意見書 
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各給付要否意見書徴取時期一覧表 
 
  医 療 扶 助 開 始 時 継     続  
 入  院 入 院 外 入  院 入 院 外 
 単 給 併 給 単 給 併 給 単 給 併 給 単 給 併 給 
医療要否 
      意見書 

徴 取 徴 取 
（ただし、病 
状の悪化等に 
より明らかに 
入院医療の必 
要性が認めら 
れ、かつ、活 
用すべき他法 
他施策がない 
と判断される 

徴 取 徴 取 
（ただし、 
明らかに必 
要性が認め 
られ、活用 
すべき他法 
他施策がな 
いと判断さ 
れる場合を 
除く） 

３か月 
毎に徴 
取 

３か月 
毎に徴 
取 

３か月 
毎に徴 
取 

６か月 
毎に徴 
取 

  ただし、慢性疾病は 
  嘱託医の判断により 
  ６か月毎に徴取 

   

   場合を除く）        
精神疾患入院 
要否意見書 

徴 取 徴 取  ６か月 
毎に徴 
取 

６か月 
毎に徴 
取 

 

給付要否意見

書（治療材料） 徴 取 徴 取 徴 取 徴 取 
その都度徴取（ただし、消耗的な 

もので継続使用するものについて 
は３～６か月毎に徴取） 

訪問看護 
要否意見書 

 徴 取 徴 取  ６か月毎に徴取 

給付要否意見

書（施術） 
 徴 取 徴 取  ３か月毎に徴取 

給付要否意見

書（移送） 
徴 取 徴 取 徴 取 徴 取 ３か月毎に徴取（ただし、傷病等の

状態により明らかな場合は６か月毎

に徴取） 

 
（注１）  
  保護の新規開始で医療扶助を伴う場合は、必ず事前に要否意見書が必要となります。 
  ただし、他法他施策（障害者総合支援法など）で医療が行われている場合は、要否意

見書を徴取しないこともあります。 
 
（注２） 
  「単給」とは医療費のみの扶助のことです。 
  「併給」とは医療費や生活費等を併せた扶助のことです。 
 
 
 



- 7 - 
 

第５ 医療費の請求手続 
 
１ 生活保護におけるレセプト 

一般の保険制度と同様、省令レセプトを使用してください。 
 
２ 医療券の交付 

福祉事務所は医療扶助の継続が必要と認めた時は、医療券を給付券送付書及び給付券

受領書と共に医療機関へ送付しますので、給付券受領書の連絡欄（転帰状況欄）を記入

の上、不要の医療券と共に給付券受領書を福祉事務所へ返送してください。 
医療券は、被保護者が指定医療機関において受診する場合の受給資格の証明書であり、

また、実施機関である福祉事務所が被保護者を指定医療機関に委託を行う委託書の性格

を有しています。さらに、指定医療機関はこの医療券に基づき診療報酬明細書を作成の

上、診療報酬の請求を行うことから金券的性格も有しています。 
このように医療券は、医療扶助の決定実施上非常に重要な書類であることから、作成

交付及び修正等に当たっては慎重な取扱いが要請されますので、不要の時は必ず福祉事

務所へ返送してください。 

また、指定医療機関において、有効期間等の記載事項を訂正することはできません。 
 
３ 有効な医療券の確認 

福祉事務所から発行された医療券が患者本人のものであるか確認してください。 
また、有効期間についても御留意願います。 

指定医療機関は、医療券の発行を待たずに、診療報酬を請求することは認められませ

ん。 
 
４ 医療券から省令レセプトへの必要事項の転記 

医療券から省令レセプトへ、公費負担者番号及び受給者番号等の必要事項を正確に転

記してください。 
特に、本人支払額がある場合には、転記漏れのないよう十分御留意願います。 

 
５ 他の制度との併用 

国民健康保険は、生活保護を受けることにより資格を喪失しますが、その他の社会保

険制度は継続して利用できます。 
また、公費負担医療（感染症予防法等）との併用もあります。 

 
６ 請 求 

社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）において支払われます。 
併用分も、支払基金において、生活保護負担部分が支払われます。 

 
７ 本人支払額 

保護基準より収入が多い場合、医療費に「本人支払額」が生じる場合があります。 
これは健康保険の「本人負担額」とは異なるものです。 
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医療券に「本人支払額」が記載されている場合には、指定医療機関は、本人よりその

金額を徴収してください。 
なお、本人支払額は変動することがありますので御注意ください。 
 

８ 再審査 
支払基金査定後に、内容について再審査を申し出る場合は、支払基金に申し出てくだ

さい。 
 

① 再審査               ② レセプト               ③ レセプト 
             申出書                  返付依頼                   提出依頼 

医療機関 
           
 
   

支払基金 
           
 
  

 県 
 若しくは 
 中核市 

           
 
  

福祉事務所 

             ⑥ 再審査                  ⑤ レセプト              ④ レセプト       
                結果通知                 返付                   返付 
               （支払） 
                               ⑦ 再審査結果               ⑧ 再審査結果 
                                  とレセプト                  とレセプト 
  
９ 誤記等による請求のやりなおし 
 
 

① レセプト               ② レセプト              ③ レセプト 
             取り下げ依頼              返付依頼                 提出依頼 

医療機関 
           
 
  

支払基金 
          
 
  

県 
若しくは 
中核市 

          
 
  

福祉事務所 

          ⑥ レセプト返還           ⑤ レセプト              ④ レセプト 
             （全額調整）              返付                     返付 
 
   ※ ⑥の後、再請求 
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第６ その他 
 
１ 検診命令 

福祉事務所では、生活保護を受けている方又は申請中の方の稼働能力や医療の必要性

の有無について、公的医療機関等で検診を受けていただく場合があります。 
実施にあたっては、福祉事務所は事前に医療機関に連絡し、日程等を調整した上で検

診書及び検診料請求書を送付します。 

なお、検診を受ける方に対しては検診命令書を交付し、それを医療機関へ提示して検

診を受けることとなります。 
 
２ 調 剤 

医療機関が院内処方をせず、処方せんを発行する場合は、一般の保険制度と同様、省

令レセプトを使用してください。 
（１） 調剤券の発行 

患者が医療機関の発行した処方せんを提出した場合、指定薬局は福祉事務所へ連絡

して、調剤券の発行を受けてください。  
（２） 調剤報酬の請求 

調剤券から省令レセプトへ、公費負担者番号及び受給者番号等の必要事項を正確に

転記のうえ支払基金に請求してください。 
 
３ 施 術 

必要最低限の施術を原則として現物給付するものとし、その範囲は、柔道整復、あん

摩・マッサージ及びはり・きゅうとなっています。 
（１） 柔道整復 

柔道整復師が打撲又は捻挫の患部に手当をする場合及び脱臼又は骨折の患部に応急

手当をする場合は医師の同意は必要ありませんが、応急手当以外の脱臼又は骨折の患

部に手当をする場合は医師の同意が必要です。 
（２） あん摩・マッサージ 

施術を行う場合はすべて医師の同意が必要です（施術の要否に関する診断書でも可）。 

あん摩・マッサージは、主として外科的手術の後治療に効果があるものと考えられ

ており、あん摩・マッサージの施術を受けようとする患者の症状が投薬その他の治療

によって効果がなく、あん摩・マッサージの施術が絶対不可欠である場合に限り認め

られるものであり、単なる肩こり又は慰安のためにする施術は認められません。 
（３） はり・きゅう 

施術を行う場合はすべて医師の同意が必要です（施術の要否に関する診断書でも可）。 

はり・きゅうは、指定医療機関で医療の給付を受けても所期の治療効果が得られな

いもの又は今まで受けた治療の経過から見て治療効果があらわれていないと判断され

るものを対象としますが、はり・きゅうについては一つの独立した治療体系に近いも

のとなっていることからも、医療機関において医療の給付が行われている期間は、そ

の疾病にかかる施術は給付の対象となりません。 
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４ 治療材料の給付 
治療材料は、次に掲げる材料の範囲において支給しますので、患者に事前に福祉事務

所と相談するよう御指導ください。 
健康保険の資格がある患者の場合、療養費支給制度を利用するため、一時的に治療材

料代金を患者が立て替える形となります。 
なお、一般診療報酬の額の算定方法により支給できる場合及び障害者総合支援法等の

 規定により給付される場合には、治療材料の給付の対象となりません。 
  治療材料の種類 治療材料の費用 特別基準の設定  
１ 国民健康保険の療養費の支給対象 

となる治療用装具及び輸血に使用 
する生血 

国民健康保険の療養費 
の例の範囲内 

不要 福祉事務所の判断 
により給付決定 

上記基準額超 必要 福祉事務所は必要 
に応じて県知事の 
技術的な助言を求 
めた上で給付決定 

２ 義肢、装具、眼鏡、歩行補助つえ 
（つえを除く） 

障害者総合支援法の規 
定に基づく補装具の種 
目、購入又は修理に要 
する費用の額の算定等 
に関する基準の別表に 
定める額の100分の10

4.8に相当する額 

不要 福祉事務所の判断 
により給付決定 

上記基準額超 必要 福祉事務所は必要 
に応じて県知事の 
技術的な助言を求 
めた上で給付決定 

 ３ 尿中糖半定量検査用試験紙、吸引 
器、ﾈﾌﾞﾗｲｻﾞｰ、収尿器、ｽﾄｰﾏ装具、 
歩行補助つえ(つえに限る) 

必要最小限度の実費額 不要 福祉事務所の判断 
により給付決定 

 

２５，０００円超 必要 福祉事務所は必要 
に応じて県知事の 
技術的な助言を求 
めた上で給付決定 

４ １～３の種類に掲げる以外の治療 
材料（※当該材料の給付によらなけ 
れば生命を維持することが困難であ 
る場合又は生命の維持に直接関係は 
ないが、症状等の改善を図るうえで 
他に代わるべき方法がない場合に認 
められ、単なる日常生活の利便、慰 
安的用途等を理由としての給付は認 
められない。） 

２５，０００円以内 必要 福祉事務所は必要 
に応じて県知事の 
技術的な助言を求 
めた上で給付決定 

２５，０００円超 厚生労働大臣へ情 
報提供する必要が 
ある 
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５ 通院日の証明 
患者に通院のための移送費を支給することがあります。通院日の確認のため、指定医

療機関に通院日を証明していただく必要がありますので、御協力をお願いします。 
  通院証明書は無償での交付をお願いいたします（指定医療機関医療担当規程第７条）。 

 

６ 患者からの費用徴収 
（１） 患者の個人的生活に要した費用で、患者本人が選択できるものは本人から費用徴

   収できます。 
    例：衛生費（シャンプー・洗剤・おむつ代等）、テレビ代、洗濯機使用料 
（２） 患者本人が選択して行う健康診断若しくは予防接種の費用は、本人から費用徴収

できます。 
    例：インフルエンザ予防接種 
（３） 患者本人が選択できないものや医療機関として設置が当然であるものの料金は請

   求できません。 
   例：冷暖房費、入浴料、トイレットペーパー代 

（４） 患者には原則として保険外併用療養費に係るもの（長期入院保険外併用療養費を

   除く）は適用されませんので、患者が希望した場合には、福祉事務所に相談するよ

   う御指導ください。 
   例：特別療養環境室（差額ベッド）料金など 
   なお、特別療養環境室（差額ベッド）料金は、患者本人の「治療上の必要」によ

  り特別療養環境室へ入院させる場合（救急患者、術後患者等を含む）や病棟管理の

  必要性等から特別療養環境室に入院させた場合で実質的に患者の選択によらない場

  合は、患者に求めることはできません。 
 
７ 長期入院保険外併用療養費 

一般病棟等に180日を越えて入院している患者で、かつ、厚生労働大臣が定める状態等

にある者に該当しない者の、本来、入院患者が支払うべき入院基本料等相当額（以下「特

別料金分」という。）については、福祉事務所において特別基準の設定を行った上で、

指定医療機関に「長期入院患者に係る診療報酬請求書」を送付することになっています。

 よって、保険外併用療養費（保険給付対象部分）については、省令レセプトを使用し

ていただき、特別料金分については、福祉事務所から送付された「長期入院患者に係る

診療報酬請求書」を使用し、福祉事務所あてに請求してください。 
 
８  後発医薬品に関する取扱い 
  後発医薬品の普及については、医療財政の改善につながることから、国全体で取り組

んでいるところであり、生活保護制度においても更に取組を進めるため、平成30年10月1

日に生活保護法（21頁参照）及び指定医療機関医療担当規程（15頁参照）が改正されま

した。よって、指定医療機関の医師又は歯科医師は、投薬又は注射を行うに当たり、後

発医薬品の使用を考慮するよう努めるとともに、投薬を行うに当たっては、医学的知見

に基づき後発医薬品を使用することができると認めた場合には、原則として、後発医薬

品により投薬を行うこととされています。また、指定医療機関である薬局は、後発医薬
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品の備蓄に関する体制その他の後発医薬品の調剤に必要な体制の確保に努めなければな

りません。加えて、医師又は歯科医師が後発医薬品への変更を認めているときは、原則

として後発医薬品を調剤することとされています。 

 
９ 指定医療機関に対する個別指導 

生活保護法第50条第２項の規定に基づく指定医療機関の個別指導は、被保護者に対す

る援助の充実と自立助長に資するため、法による医療の給付が適正に行われるよう制度

の趣旨及び医療扶助に関する事務取扱等の周知徹底を図ることを目的としています。 
（１） 対象 
    すべての指定医療機関が対象になります。  
（２） 内容 

① 生活保護制度の理解について 
② 被保護者の適正な援助に関する福祉事務所との意見調整について 
③ 「指定医療機関医療担当規程」等に基づく診療内容、診療録及びその他関係諸

帳簿の整備について 
④ 診療報酬請求についての指導 

（３） 指導の方法 
    個別指導は、厚生労働大臣又は都道府県知事が次のいずれかにより、指導の対象と

なる指定医療機関において、被保護者の医療給付に関する事務及び診療状況等につい

て診療録その他の帳簿書類等を閲覧するとともに、関係者から説明を求め、面接懇談

方式により行います。 

①  厚生労働大臣又は都道府県知事が単独で行う指導 
②  厚生労働大臣及び都道府県知事が共同で行う指導 

なお、個別指導の実施日時及び場所等については、実施する指定医療機関と事前に

連絡調整の上、文書で通知します。 
 
10 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の改正

に伴う支援給付制度の創設 
  中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（現：

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律）の一部改正に伴い、平成20年４月１日から生活保護と同様

の支援給付制度が創設され、中国残留邦人等で被支援者の支援給付は同法に特別の定め

がある場合のほか、生活保護法の規定の例によることとされています。 
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 参 考  

 

１ 医療券からレセプトへの転記例 

 

 

①  
生活保護法医療券・調剤券（３０年４月分） 

 
 
 
    ② 
 

 

    ③ 

 

    ⑤ 

 

 

 

    ⑥ 

公 費 負 担 
 
 者 番 号 

 
 １ 

 
 ２ 

 
 ０ 

 
 ７ 

 
 ０ 

 
 ０ 

 
 ０ 

 
 ９ 

 
有 効 期 間 

              １日から 
 
             ３１日まで 

 

 受給者番号  １  ２  ３  ４  ５  ６  ７  ④ 単独・併用別 単 独 ・ 併 用 

 氏   名      福島 太郎         （男・女）  昭和  ３０年  ５月  ３日生 

 居 住 地    ○○市○○町○○－○○ 

 指 定 医 療 

 機 関 名 

   医療法人○○会 △□病院 

 
 
 傷 病 名 

(1)  ○○○○ 
(2) 
(3) 
 
                             
              ⑦ 

 
 診 療 別 

  入  院    歯  科 
  入 院 外   調  剤 
 
  訪 問 看 護 

 本 人 支 払 額                     ３，６９０円 

 地区担当員名  杉妻 花子     取扱担当者名 福祉 次郎 
 

                                     福 島 県    福 祉 事 務 所 長     印 

 

備 

 

 

 

考 

 社 会 保 険      あ   り  （ 健 ・ 共 ）    な  し 

 感 染 症 法 第 3 7 条 の ２      あ  り                な  し 

 そ の 他   
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診療報酬明細書 都道府 医療機関コード

(医科入院外） 県番号
1 2　本外

0 7 ○ × － △ □ ○ × ． △ 医
科 6　家外

市町村 老人医療 １０　９　８
の受給者

番　号 番号 ７　（　　）
公費負 公費負担

医療の受
給者番号①

公費負 公費負担
担者番 医療の受
号　② 給者番号②

福島県○×市△□町２－１６

医療法人○○会　△□病院
電話　０２４－○○○－○○○○
診療科（　　　　　　　）

（１）○○○○ 治ゆ 死亡 中止

（２） 日
（３）
（４） 日

日
11 回

× 回
12 × 回
再 × 回
診 × 回

× 回
13

回
14 回
在 回

回
宅

薬剤 単位
20 調剤 × 回
投 薬剤 単位

薬剤 単位
調剤 × 回

× 回
薬 回

30 回
注 回
射 回
40 回
処
置
50 回
手麻

術酔

60 回
検
査
70 回
画診

像断

80 回
そ
の
他

※ 点 円

点 ※ 点 円

点 ※ 点 円 ※ 円

⑤ ⑥

⑦

決　　　　定

減額　割（円）免除・支払猶予

一部負担金額

3,690

特　記　事　項
氏
　
名

　１男　２女　　１明　２大　３昭　４平３０ .５ .３  生

7

保険者

番　号

被保険者証・被保険者
4 5 69

手 帳 等 の 記 号 ・ 番 号

1　単独
2　２併

3　３併
給
付
割
合

１ 社・国

2　公費

3　後期

4　退職

　1職務上　　2下船後3月以内　　3通勤災害

福島　　太郎

0 0

平成３０年４月分

1 2 30

（　　　　 　床）職務上の事由

保
険

公
費
②

公
費
①

保険医
療機関
の所在
地及び
名   称

再 診
外来管理加算

傷
　
病
　
名

初　　　診 公費分点数

診
療
開
始
日

時間外・休日・深夜

時 間 外
休 日

転
　
　
　
帰

診
療
実
日
数

そ の 他
薬 剤

（１）　　　年　　月　　　日

（２）　　　年　　月　　　日

（３）　　　年　　月　　　日

（４）　　　年　　月　　　日

在 宅 患 者 訪 問 診

深 夜

往 診
夜 間
深 夜 ・ 緊 急

指 導

33そ    の    他

26 麻 毒
27 調 基
31皮下筋肉内
32静    脈    内

21 内 服 ｛

療
養
の
給
付

保
険

公
費
①
公
費
②

請　　　求　　　点

薬 剤

薬 剤

薬 剤

薬 剤

7

※公費負担分点数　　点 ※公費負担分点数　　点高額療養費

処 方 せ ん

薬 剤

22 屯  服　　　

23 外 用 ｛

25 処 方

④

②

①

③

担者番
号　①

1 2 0

医療券に記載された受給者番号を
転記してください。 

医療券の本人支払額を記載してくださ
い。この金額を本人に請求し、残額を
支払基金に請求してください。 
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２ 指定医療機関医療担当規程  
 

昭和25年８月23日           厚生省告示第222号  
改正  昭和26年          厚生省告示第193号  

平成６年          厚生省告示第310号  
平成12年          厚生省告示第213号  
平成14年     厚生労働省告示第40号  
平成14年    厚生労働省告示第323号  
平成18年    厚生労働省告示第296号  

                                        平成20年    厚生労働省告示第170号 

平成25年    厚生労働省告示第385号 

                            平成26年    厚生労働省告示第223号 

平成27年   厚生労働省告示第195号 

平成30年   厚生労働省告示第344号 

 

 
生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条第１項の規定により、指定医療機関

医療担当規程を次のとおり定める。 

 
指定医療機関医療担当規程 

 
（指定医療機関の義務）  

第１条  指定医療機関は、生活保護法(以下「法」という。)に定めるところによるの 

ほか、この規程の定めるところにより、医療を必要とする被保護者（以下「患者」

という。）の医療を担当しなければならない。 

 
（医療券及び初診券）  

第２条 指定医療機関は、保護の実施機関の発給した有効な医療券（初診券を含 

む。以下同じ。）を所持する患者の診療を正当な事由がなく拒んではならない。 

 
第３条 指定医療機関は、患者から医療券を提出して診療を求められたときは、 

その医療券が、その者について発給されたものであること及びその医療券が有 

効であることをたしかめた後でなければ診療をしてはならない。 

 
（診療時間）  

第４条 指定医療機関は、自己の定めた診療時間において診療するほか、患者が 

やむを得ない事情により、その診療時間に診療を受けることができないときは、 

患者のために便宜な時間を定めて診療しなければならない。 

 
（援助）  

第５条 指定医療機関が、患者に対し次に掲げる範囲の医療の行われることを必 
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要と認めたときは、速やかに、患者が所定の手続をすることができるよう患者 

に対し必要な援助を与えなければならない。  
一 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護  
二 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護  
三 移送  
四 歯科の補てつ 

 
（後発医薬品）  

第６条 指定医療機関の医師又は歯科医師（以下「医師等」という。）は、投薬又は

注射を行うに当たり、後発医薬品(法第34条第３項に規定する後発医薬品をいう。

以下同じ)の使用を考慮するよう努めるとともに、投薬を行うに当たっては、医学

的知見に基づき後発医薬品を使用することができると認めた場合には、原則とし

て、後発医薬品により投薬を行うものとする。  
２ 指定医療機関である薬局は、後発医薬品の備蓄に関する体制その他の後発医薬 

品の調剤に必要な体制の確保に努めなければならない。 

３ 指定医療機関である薬局の薬剤師は、処方せんに記載された医薬品に係る後発 

医薬品が保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和32年厚生省令第16号）第９条 

の規定による厚生労働大臣の定める医薬品である場合であって、当該処方せんを発

行した医師等が後発医薬品への変更を認めているときは、患者に対して、後発医薬

品に関する説明を適切に行わなければならない。この場合において、指定医療機関

である薬局の薬剤師は、原則として、後発医薬品を調剤するものとする。 

 
（証明書等の交付）  

第７条 指定医療機関は、その診療中の患者及び保護の実施機関から法による保護 

につき、必要な証明書又は意見書等の交付を求められたときは、無償でこれを交

付しなければならない。 

２ 指定医療機関は、患者の医療を担当した場合において、正当な理由がない限り、当該医療

に関する費用の請求に係る計算の基礎となつた項目ごとに記載した明細書を無償で交付し

なければならない。 
 
（診療録）  

第８条 指定医療機関は、患者に関する診療録に、国民健康保険の例によって医療 

の担当に関し必要な事項を記載し、これを他の診療録と区別して整備しなければ

ならない。 

 
（帳簿）  

第９条 指定医療機関は、診療及び診療報酬の請求に関する帳簿及び書類を完結の 

日から５年間保存しなければならない。 

 
（通知）  

第１０条 指定医療機関が、患者について左の各号の一に該当する事実のあること 
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を知った場合には、すみやかに、意見を附して医療券を発給した保護の実施機関

に通知しなければならない。  
一 患者が正当な理由なくして、診療に関する指導に従わないとき。  
二 患者が詐偽その他不正な手段により診療を受け、又は受けようとしたとき。  
（指定訪問看護事業者等に関する特例）  

第１１条 指定医療機関である健康保険法（大正11年法律第70号）第88条第１項に 

 規定する指定訪問看護事業者又は介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１ 

項に規定する指定居宅サービス事業者（同法第８条第４項に規定する訪問看護を行 

う者に限る。）若しくは同法第53条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者 

（同法第８条の２第３項に規定する介護予防訪問看護を行う者に限る。）にあって 

は、第５条の規定は適用せず、第８条中「関する診療録」とあるのは「対する指定 

訪問看護の提供に関する諸記録」と、「国民健康保険の例によって」とあるのは「国 

民健康保険又は後期高齢者医療の例によって」と、「診療録と」とあるのは「諸記 

録と」、それぞれ読み替えて適用するものとする。 

 
（薬局に関する特例）  

第１２条 指定医療機関である薬局にあっては、第５条の規定は適用せず、第８条 

 中「診療録」とあるのは「調剤録」と読み替えて適用するものとする。 

 
(準用 ) 

第１３条 第１条から第10条までの規定は、医療保護施設が患者の診療を担当する 

 場合に、第１条から第５条まで、第７条第１項及び第８条から第10条までの規定

は、指定助産機関又は指定施術機関が被保護者の助産又は施術を担当する場合に、

それぞれ準用する。 
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３ 生活保護法第52条第２項の規定による診療方針及び診療報酬  
                         昭和34年５月６日   厚   生   省告示第125号  
                         改正   昭和48年  厚   生   省告示第39号  
                                 昭和58年  厚   生   省告示第34号  
                                 昭和59年  厚   生   省告示第170号  
                                 昭和63年  厚   生   省告示第11号  
                                 昭和63年  厚   生   省告示第111号  
                                 平成６年  厚   生   省告示第311号  
                                 平成７年  厚   生   省告示第27号  
                                 平成12年  厚   生   省告示第212号  
                                 平成12年  厚   生   省告示第250号  
                                 平成12年  厚   生   省告示第465号  
                                  平成 14年  厚生労働省告示第129号  
                                 平成14年  厚生労働省告示第324号  
                                 平成18年  厚生労働省告示第589号  
                                 平成20年  厚生労働省告示第171号 

                                 平成27年  厚生労働省告示第195号 

                                 平成28年  厚生労働省告示第156号 

 

 
生活保護法（昭和25年法律第144号）第 52条第２項（同法第55条の２において準

用する場合を含む。）の規定により、生活保護法第52条第２項の規定による診療方

針及び診療報酬を次のとおり定め、昭和34年１月１日から適用し、生活保護法第5

2条第２項の規定による診療方針及び診療報酬（昭和25年８月厚生省告示第212号）

は昭和33年 12月31日限り廃止する。  
 

生活保護法第52条第２項の規定による診療方針及び診療報酬  
１ 歯科の歯冠修復及び欠損補綴の取扱において、歯科材料として金を使用するこ

とは、行わない。  
２ 国民健康保険の診療方針及び診療報酬のうち、保険外併用療養費の支給に係る

もの（厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養（平成18年厚

生労働省告示第495号）第２条第７号に規定する療養（次項において「長期入院

選定療養」という。）につき別に定めるところによる場合を除く。第４項におい

て同じ。）は指定医療機関及び医療保護施設には適用しない。  
３  前項の規定により指定医療機関及び医療保護施設に適用される長期入院選定

療養に係る費用の額は、国民健康保険法（昭和 33年法律第192号）第 42条第１項

第１号に掲げる場合の例による。  
４ 前３項に定めるもののほか、結核の医療その他の特殊療法又は新療法による医

療その他生活保護法（昭和25年法律第144号）の基本原理及び原則に基づき、国

民健康保険の診療方針及び診療報酬（保険外併用療養費の支給に係るものを除

く。）と異なる取扱いを必要とする事項に関しては、別に定めるところによる。 
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５  75歳以上の者及び 65歳以上 75歳未満の者であって高齢者の医療の確保に関す

る法律施行令（平成19年政令第318号）別表に定める程度の障害の状態にあるも

の（健康保険法（大正11年法律第70号）若しくは船員保険法（昭和14年法律第7

3号）の規定による被保険者及び被扶養者、国家公務員共済組合法（昭和33年法

律第128号）若しくは地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）に基づく

共済組合の組合員及び被扶養者又は私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245

号）の規定による私立学校教職員共済制度の加入者及び被扶養者である者を除

く。）に係る診療方針及び診療報酬は、前各項に定めるもののほか、後期高齢者

医療の診療方針及び診療報酬（健康保険法（大正11年法律第70号）第88条第１項

に規定する指定訪問看護事業者、介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第

１項に規定する指定居宅サービス事業者（同法第８条第４項に規定する訪問看護

を行う者に限る。）及び同法第53条第１項に規定する指定介護予防サービス事業

者（同法第８条の２第３項に規定する介護予防訪問看護を行う者に限る。）にあ

っては高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第78条第４項の

規定による厚生労働大臣の定める基準及び同法第 79条第１項の規定による厚生

労働大臣の定め）の例による。  
６ 指定医療機関が健康保険の保険医療機関又は保険薬局であり、かつ、国民健康

保険法第45条第３項（同法第52条第６項、第52条の２第３項及び第53条第３項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による別段の定めの契約当事者であるとき

は、当該契約の相手方である市町村（特別区を含む。）の区域に居住地（生活保

護法第19条第１項第２号又は同条第２項に該当する場合にあっては現在地とし、

同条第３項に該当する場合にあっては入所前の居住地又は現在地とする。）を有

する被保護者について当該指定医療機関が行った医療に係る診療報酬は、当該定

めの例による。  
７  指定医療機関がそれぞれその指定を受けた地方厚生局長又は都道府県知事若

しくは地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市（以下

「指定都市」という。）若しくは同法第252条の22第１項の中核市（以下「中核

市」という。）の市長との間に及び医療保護施設がその設置について認可を受け

た都道府県知事若しくは指定都市若しくは中核市の市長又はこれを設置した都

道府県若しくは指定都市若しくは中核市を管轄する都道府県知事若しくは指定

都市若しくは中核市の市長との間に、診療報酬に関して協定を締結したときは、

当該指定医療機関又は医療保護施設に係る診療報酬は、当該協定による。ただし、

当該協定による診療報酬が健康保険法第 76条第２項の規定による厚生労働大臣

の定め、同法第85条第２項及び第85条の２第２項の規定による厚生労働大臣の定

める基準若しくは同法第86条第２項第１号の規定による厚生労働大臣の定め（前

項に該当する指定医療機関にあっては、当該定めのうち診療報酬が最低となる定

め）若しくは同法第88条第４項の規定による厚生労働大臣の定め又は高齢者の医

療の確保に関する法律第 71条第１項の規定による厚生労働大臣の定め、同法第7

4条第２項及び第75条第２項の規定による厚生労働大臣の定める基準若しくは同

法第 78条第４項の規定による厚生労働大臣の定める基準の例による場合に比べ

て同額又は低額である場合に限る。  
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８  第６項に該当する指定医療機関について前項に規定する協定の締結があった

ときは、第６項の規定は、これを適用しない。  
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４ 生活保護法（抜粋）  
 

第１章 総 則  
（この法律の目的）  

第１条  この法律は、日本国憲法第25条に規定する理念に基き、国が生活に困窮する  
すべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の

生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。  
（無差別平等）  

第２条  すべて国民は、この法律の定める要件を満たす限り、この法律による保護（以 

下「保護」という。）を、無差別平等に受けることができる。  
（最低生活）  

第３条  この法律により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維 

持することができるものでなければならない。  
（保護の補足性）  

第４条  保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。  
２ 民法（明治29年法律第89号）に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶

助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする。  
３ 前２項の規定は、急迫した事由がある場合に、必要な保護を行うことを妨げるも

のではない。  
 （この法律の解釈及び運用）  
第５条 前４条に規定するところは、この法律の基本原理であつて、この法律の解釈

及び運用は、すべてこの原理に基いてされなければならない。  
（用語の定義）  

第６条 この法律において「被保護者」とは、現に保護を受けている者をいう。  
２ この法律において「要保護者」とは、現に保護を受けているといないとにかかわ

らず、保護を必要とする状態にある者をいう。  
３ この法律において「保護金品」とは、保護として給与し、又は貸与される金銭及

び物品をいう。  
４ この法律において「金銭給付」とは、金銭の給与又は貸与によつて、保護を行う

ことをいう。  
５ この法律において「現物給付」とは、物品の給与又は貸与、医療の給付、役務の

提供その他金銭給付以外の方法で保護を行うことをいう。  
 

第２章 保護の原則 

 
（申請保護の原則）  

第７条 保護は、要保護者、その扶養義務者又はその他の同居の親族の申請に基いて

開始するものとする。但し、要保護者が急迫した状況にあるときは、保護の申請が

なくても、必要な保護を行うことができる。  
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第３章 保護の種類及び範囲  
（医療扶助）  

第１５条 医療扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対

して、左に掲げる事項の範囲内において行われる。  
一 診察  
二 薬剤又は治療材料  
三 医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術  
四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護  
五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護  
六 移送  

 
第４章 保護の機関及び実施  

（報告、調査及び検診）  
第２８条 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第77条若しくは第78条

（第３項を除く。次項及び次条第１項において同じ。）の規定の施行のため必要が

あると認めるときは、要保護者の資産及び収入の状況、健康状態その他の事項を調

査するために、厚生労働省令で定めるところにより、当該要保護者に対して、報告

を求め、若しくは当該職員に、当該要保護者の居住の場所に立ち入り、これらの事

項を調査させ、又は当該要保護者に対して、保護の実施機関の指定する医師若しく

は歯科医院の検診を受けるべき旨を命ずることができる。  
２ 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第77条若しくは第78条の規定の

施行のため必要があると認めるときは、保護の開始又は変更の申請書及びその添付

書類の内容を調査するために、厚生労働省令で定めるところにより、要保護者の扶

養義務者若しくはその他の同居の親族又は保護の開始若しくは変更の申請の当時

要保護者若しくはこれらの者であつた者に対して、報告を求めることができる。  
３ 第１項の規定によって立入調査を行う当該職員は、厚生労働省令の定めるところ

により、その身分を示す証票を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを

提示しなければならない。 

４ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解し

てはならない。 

５ 保護の実施機関は、要保護者が第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の

報告をし、若しくは立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は医師若しくは歯

科医師の検診を受けるべき旨の命令に従わないときは、保護の開始若しくは変更の

申請を却下し、又は保護の変更、停止若しくは廃止をすることができる。  

 

第５章 保護の方法  
（医療扶助の方法）  

第３４条 医療扶助は、現物給付によつて行うものとする。但し、これによることが

できないとき、これによることが適当でないとき、その他保護の目的を達するため

に必要があるときは、金銭給付によつて行うことができる。 

２ 前項に規定する現物給付のうち、医療の給付は、医療保護施設を利用させ、又は



-23 - 
 

医療保護施設若しくは第49条の規定により指定を受けた医療機関にこれを委託し

て行うものとする。 

３ 前項に規定する医療の給付のうち、医療を担当する医師又は歯科医師が医学的知

見に基づき後発医薬品（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に

関する法律（昭和35年法律第145号）第14条又は第19条の２の規定による製造販売

の承認を受けた医薬品のうち、同法第14条の４第１項各号に掲げる医薬品と有効成

分、分量、用法、用量、効能及び効果が同一性を有すると認められたものであつて

厚生労働省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。）を使用することが

できると認めたものについては、原則として、後発医薬品によりその給付を行うも

のとする。 

４ 第２項に規定する医療の給付のうち、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう

師等に関する法律（昭和22年法律第217号）又は柔道整復師法（昭和45年法律第19

号）の規定によりあん摩マツサージ指圧師、はり師、きゅう師又は柔道整復師（以

下「施術者」という。）が行うことのできる範囲の施術については、第55条第１項

の規定により指定を受けた施術者に委託してその給付を行うことを妨げない。  
５ 急迫した事情その他やむ得ない事情がある場合においては、被保護者は、前２項

及び前項の規定にかかわらず、指定を受けない医療機関について医療の給付を受け、

又は指定を受けない施術者について施術の給付を受けることができる。  
６ 医療扶助のための保護金品は、被保護者に対して交付するものとする。  
 

第７章 医療機関、介護機関及び助産機関  
（医療機関の指定）  

第４９条 厚生労働大臣は、国の開設した病院若しくは診療所又は薬局について、都

道府県知事は、その他の病院若しくは診療所（これらに準ずるものとして政令で定

めるものを含む。）又は薬局ついて、この法律による医療扶助のための医療を担当

させる機関を指定する。  
（指定の申請及び基準） 

第４９条の２ 厚生労働大臣による前条の指定は、厚生労働省令で定めるところによ

り、病院若しくは診療所又は薬局の開設者の申請により行う。 

２ 厚生労働大臣は、前項の申請があつた場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、前条の指定をしてはならない。 

一 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、健康保険法（大正11年法律第70号）

第63条第３項第１号に規定する保険医療機関又は保険薬局でないとき。 
二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなるまでの者であるとき。 
三 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定め

るものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなるまでの者であるとき。 
四 申請者が、第51条第２項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算

して５年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通

知があつた日前60日以内に当該指定を取り消された病院若しくは診療所又は薬局の管
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理者であつた者で当該取消しの日から起算して５年を経過しない者を含む。）である

とき。ただし、当該指定の取消しの処分の理由となつた事実に関して申請者が有して

いた責任の程度を考慮して、この号本文に該当しないこととすることが相当であると

認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

五 申請者が、第51条第２項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条

の規定による通知があつた日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に第51条第１項の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退

について相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して５年を経過し

ないものであるとき。 

六 申請者が、第54条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該

検査の結果に基づき第51条第２項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行う

か否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより厚

生労働大臣が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した

場合における当該特定の日をいう。）までの間に第51条第１項の規定による指定の辞

退の申出をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該

申出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

七 第５号に規定する期間内に第51条第１項の規定による指定の辞退の申出があった場

合において、申請者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）が、同

号の通知の日前60日以内に当該申出に係る病院若しくは診療所又は薬局の管理者であ

つた者で、当該申出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

八 申請者が、指定の申請前５年以内に被保護者の医療に関し不正又は著しく不当な行

為をした者であるとき。 

九 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局の管理者が第２号から前号までのいず

れかに該当する者であるとき。 

３ 厚生労働大臣は第１項の申請があつた場合において、当該申請に係る病院若しくは診

療所又は薬局が次の各号のいずれかに該当するときは、前条の指定をしないことができ

る。 

一 被保護者の医療について、その内容の適切さを欠くおそれがあるとして重ねて第51

条第２項の規定による指導を受けたものであるとき。 

二 前号のほか、医療扶助のための医療を担当させる機関として著しく不適当とみとめ

られるものであるとき。 

４ 前３項の規定は、都道府県知事による前条の指定について準用する。この場合におい

て、第１項中「診療所」とあるのは「診療所（前条の政令で定めるものを含む。次項及

び第３項において同じ。）」と、第２項第１号中「又は保険薬局」とあるのは「若しく

は保険薬局又は厚生労働省令で定める事業所若しくは施設」と読み替えるものとする。 
（指定の更新） 

第４９条の３ 第49条の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過に

よつて、その効力を失う。 
２ 前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下この条において「指定の

有効期間」という。）の満了の日までその申請に対する処分がされないときは、従前の

指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有す
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る。 
３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指

定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 
４ 前条及び健康保険法第68条第２項の規定は、第１項の指定の更新について準用する。

この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（指定医療機関の義務） 

第５０条 第49条の規定により指定を受けた医療機関（以下「指定医療機関」という。）

は、厚生労働大臣の定めるところにより、懇切丁寧に被保護者の医療を担当しなけ

ればならない。 

２ 指定医療機関は、被保護者の医療について、厚生労働大臣又は都道府県知事の行

う指導に従わなければならない。 

（変更の届出等） 

第５０条の２ 指定医療機関は、当該指定医療機関の名称その他厚生労働省令で定め

る事項に変更があつたとき、又は当該指定医療機関の事業を廃止し、休止し、若し

くは再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、10日以内に、その旨を

第49条の指定をした厚生労働大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。 

（指定の辞退及び取消し） 

第５１条 指定医療機関は、30日以上の予告期間を設けて、その指定を辞退すること

ができる。 

２ 指定医療機関が、次の各号のいずれかに該当するときは、厚生労働大臣の指定し

た医療機関については厚生労働大臣が、都道府県知事の指定した医療機関について

は都道府県知事が、その指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しく

は一部の効力を停止することができる。 

一 指定医療機関が、第49条の２第２項第１号から第３号まで又は第９号のいずれ

かに該当するに至つたとき。 

二 指定医療機関が、第49条の２第３項各号のいずれかに該当するに至つたとき。 

三 指定医療機関が、第50条又は次条の規定に違反したとき。 

四 指医療機関の診療報酬の請求に関し不正があつたとき。 

五 指定医療機関が、第54条第１項の規定により報告若しくは診療録、帳簿書類そ

の他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をし

たとき。 

六 指定医療機関の開設者又は従業者が、第54条第１項の規定により出頭を求めら

れてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答

弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただ

し、当該指定医療機関の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止

するため、当該指定医療機関の開設者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除

く。 

七 指定医療機関が、不正の手段により第49条の指定を受けたとき。 

八 前各号に掲げる場合のほか、指定医療機関が、この法律その他国民の保健医療

若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令

若しくは処分に違反したとき。 
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九 前各号に掲げる場合のほか、指定医療機関が、被保護者の医療に関し不正又は

著しく不当な行為をしたとき。 

十 指定医療機関の管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の

停止をしようとするとき前５年以内に被保護者の医療に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

（診療方針及び診療報酬） 

第５２条 指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、国民健康保険の診療方針及び診

療報酬の例による。 

２ 前項に規定する診療方針及び診療報酬によることのできないとき、及びこれによ

ることを適当としないときの診療方針及び診療報酬は、厚生労働大臣の定めるとこ

ろによる。 

（医療費の審査及び支払） 

第５３条 都道府県知事は、指定医療機関の診療内容及び診療報酬の請求を随時審査

し、且つ、指定医療機関が前条の規定によつて請求することのできる診療報酬の額

を決定することができる。 

２ 指定医療機関は、都道府県知事の行う前項の決定に従わなければならない。 

３ 都道府県知事は、第１項の規定により指定医療機関の請求することのできる診療

報酬の額を決定するに当つては、社会保険診療報酬支払基金法（昭和23年法律第1

29号）に定める審査委員会又は医療に関する審査機関で政令で定めるものの意見を

聴かなければならない。 

４ 都道府県、市及び福祉事務所を設置する町村は、指定医療機関に対する診療報酬

の支払に関する事務を、社会保険診療報酬支払基金又は厚生労働省令で定める者に

委託することができる。 

５ 第１項の規定による診療報酬の額の決定については、審査請求をすることができ

ない。 

（報告等） 

第５４条 都道府県知事（厚生労働大臣の指定に係る指定医療機関については、厚生

労働大臣又は都道府県知事）は、医療扶助に関して必要があると認めるときは、指

定医療機関若しくは指定医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師その他の

従業者であつた者（以下この項において「開設者であつた者等」という。）に対し

て、必要と認める事項の報告若しくは診療録、帳簿書類その他の物件の提出若しく

は提示を命じ、指定医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師その他の従業

者（開設者であつた者等含む。）に対し出頭を求め、又は当該職員に、関係者に対

して質問させ、若しくは当該指定医療機関について実地に、その設備若しくは診療

録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第28条第３項及び第４項の規定は、前項の規定による検査について準用する。 

（助産機関及び施術機関の指定等） 

第５５条 都道府県知事は、助産師又はあん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師

若しくは柔道整復師について、この法律による出産扶助のための助産又はこの法律

による医療扶助のための施術を担当させる機関を指定する。 

２ 第49条の２第１項、第２項（第１号、第４号ただし書、第７号及び第９号を除く。）
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及び第３項の規定は、前項の指定について、第50条、第50条の２、第51条（第２項第４

号、第６号ただし書及び第10号を除く。）及び第54条の規定は、前項の規定により指定

を受けた助産師並びにあん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師及び柔道整復師につ

いて準用する。この場合において、第49条の２第１項及び第２項中「厚生労働大臣」と

あるのは「都道府県知事」と、同項第４号中「者(当該取消しの処分に係る行政手続法第

15条の規定による通知があつた日前60日以内に当該指定を取り消された病院若しくは診

療所又は薬局の管理者であつた者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの

を含む。)」とあるのは「者」と、同条第３項中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県

知事」と、第50条第１項中「医療機関(以下「指定医療機関」とあるのは「助産師又はあ

ん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師若しくは柔道整復師(以下それぞれ「指定助産

機関」又は「指定施術機関」と、同条第２項中「指定医療機関」とあるのは「指定助産

機関又は指定施術機関」と、「厚生労働大臣又は都道府県知事」とあるのは「都道府県

知事」と、第50条の２中「指定医療機関」とあるのは「指定助産機関又は指定施術機関」

と、「指定医療機関の」とあるのは「指定助産機関又は指定施術機関の」と、「厚生労

働大臣又は都道府県知事」とあるのは「都道府県知事」と、第51条第１項中「指定医療

機関」とあるのは「指定助産機関又は指定施術機関」と、同条第２項中「指定医療機関

が、次の」とあるのは「指定助産機関又は指定施術機関が、次の」と、「厚生労働大臣

の指定した医療機関については厚生労働大臣が、都道府県知事の指定した医療機関につ

いては都道府県知事が」とあるのは「都道府県知事は」と、同項第１号から第３号まで

及び第５号中「指定医療機関」とあるのは「指定助産機関又は指定施術機関」と、同項

第６号中「指定医療機関の開設者又は従業者」とあるのは「指定助産機関又は指定施術

機関」と、同項第７号から第９号までの規定中「指定医療機関」とあるのは「指定助産

機関又は指定施術機関」と、第54条第１項中「都道府県知事（厚生労働大臣の指定に係

る指定医療機関については厚生労働大臣又は都道府県知事）」とあるのは「都道府県知

事」と、「指定医療機関若しくは指定医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師

その他の従業者であつた者（以下この項において「開設者であつた者等」という。）」

とあり、及び「指定医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師その他の従業者（開

設者であつた者等を含む。）」とあるのは「指定助産機関若しくは指定施術機関若しく

はこれらであつた者」と、「当該指定医療機関」とあるのは「当該指定助産機関若しく

は指定施術機関」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは政令で定める。 

（医療保護施設への準用） 

第５５条の２ 第52条及び第53条の規定は、医療保護施設について準用する。 

 

第１３章 雑則  
（厚生労働大臣への通知） 

第８３条の２ 都道府県知事は、指定医療機関について第51条第２項の規定によりそ

の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止し

た場合において、健康保険法第80条各号のいずれかに該当すると疑うに足りる事実

があるときは、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に対し、その事

実を通知しなければならない。 
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（大都市等の特例） 

第８４条の２ この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定め

るものは、地方自治法第252条の19第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）

及び同法第252条の22第１項の中核市（以下「中核市」という。）においては、政

令の定めるところにより、指定都市又は中核市（以下「指定都市等」という。）が

処理するものとする。この場合においては、この法律中都道府県に関する規定は、

指定都市等に関する規定として指定都市等に適用があるものとする。 

２ （略） 
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